
株式会社Ａ＆Ｄホロンホールディングス
代表取締役 森島 泰信 でございます。

本⽇は⼤変お忙しい中、当社決算説明会にお越しいただきまして誠にありがとう
ございます。

それでは2026年3⽉期第2四半期決算についてご説明いたします。
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はじめに、当社の連結⼦会社である株式会社エー・アンド・デイにおける公表事
案についてご説明いたします。

2025年9⽉30⽇に公表しております通り、Ａ＆Ｄでは特定計量器を修理するにあ
たり、計量法に違反する取り扱いをしておりました。

株主の皆様をはじめとする関係者各位に多⼤なるご迷惑をおかけしておりますこ
とを、深くお詫び申し上げます。誠に申し訳ございませんでした。なお、現在、
本件に関わる対応を進めており、引き続き株主の皆様および関係者各位の信頼回
復に努めております。

なお、本件に伴う当社グループの業績への影響として、当第2四半期に計量法違
反に対する是正対策費⽤として5億5,200万円の特別損失を計上しております。今
後開⽰すべき事項が⽣じた場合には、速やかにお知らせいたします。
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詳細についてご説明いたします。

今回判明した法令違反は次の２件です。

まずひとつは、検定証印の除去義務違反です。
計量器を取引や証明⾏為に使⽤するにあたっては、検定を受検し合格した計量器でなけ
ればならず、検定に合格した計量器には検定証印が貼られます。お客様から修理のご依
頼を頂戴した機器が検定証印が貼られたものであり、その修理内容が計量値に影響する
箇所の部品交換あるいは調整などであった場合は、検定証印を除去、すなわち剥がすこ
とが義務づけられています。この検定証印の除去を怠っていた事例があったことです。
もうひとつは、修理業の届出義務違反です。
本社とは異なる都道府県にある事業所などで検定証印が貼られた計量器を含む特定計量
器の修理を⾏う場合は、その事業所のある都道府県に届け出ることが義務づけられてい
ます。
Ａ＆Ｄでは、本社での届出はしていたものの、修理を⾏っている事業所ごとの届出を失
念していたことが確認されました。
これらの事実は所轄省庁及び関係⾃治体に報告いたしました。
検定証印の除去義務違反につきましては、過去にさかのぼって調査を⾏い、現在是正対
応に努めているところでございます。また届出義務違反につきましては、関係⾃治体へ
の届出⼿続を⾏い順次届出を受理していただいている状態です。

今回の事態を重く受け⽌め、当社の社外取締役を委員⻑として業務改善委員会を設置い
たしました。
この業務改善委員会の管理・監督のもと、是正措置の進捗管理と処置の加速化、法令遵
守と社員教育の強化、修理業務及び会関連事務⼿続きの改善、組織並びに体制の⾒直し、
に取り組み再発防⽌に努めてまいります。
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上期の業績についてのサマリーでございます。

上期は前年同期⽐減益となったものの、売上⾼、営業利益ともに計画を達成して
おります。
通期予想につきましては、堅調な上期進捗により通期の⾒通しは変更せず、収益
拡⼤を⽬指す考えです。
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2026年3⽉期第2四半期の決算概要についてご説明いたします。
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売上⾼は303億8,100万円と前年同期とほぼ横ばいとなっております。販売費及
び⼀般管理費は若⼲増加し、営業利益は31億5,600万円と、前年同期に⽐べて1
億1,600万円の減益でございました。後ほどご説明しますが、⽶国における関税
の影響は約8,000万円ほどございました。

また、税引き前利益は計量法違反に伴う是正対応費⽤として5億5,200万円を引き
当てたため、減益となっております。
中間純利益は17億400万円、1株当たり利益は62.25円という内容で上期の決算を
終えております。
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地域別の売上⾼推移です。

国内が3.3%の減少で、海外が3.5%の増加でした。

⽇本は計量機器が堅調でしたが、半導体が前期から減少しております。また、医
療・健康機器も前年同期を下回り、全体で5億1,700万円の減収でした。

⼀⽅、⽶州は、医療機器の⼤⼝案件が寄与し増収となりました。アジア・オセア
ニアも前々期に中国での計量機器の販売代理店を現地法⼈に取り込んだ成果がよ
うやく出始め増収となりました。これらの結果、海外全体で増収となりました。
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営業利益の増減要因です。

全体的に⼤きな変化はありませんが、販売⾯の影響としては、半導体関連事業の
減収分を他の事業でカバーしたことでプラスとなりました。
⼀⽅、マイナス影響が⼤きかったのは諸経費の増減です。海外の販管費等が前年
同期よりも増加したことに起因しています。
為替については、ルーブルが有利⽬に、ドルが不利⽬に働いた結果、相殺した形
となり、営業利益に⼤きな影響はありませんでした。
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セグメントごとの業績についてご説明いたします。
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まずは半導体関連事業の業績です。

売上⾼は50億7,500万円と前年同期よりも6.3%減少いたしました。営業利益も同
様に減少し、減収減益でございました。売上⾼については、上期に予定していた
案件の⼀部が下期に期ずれした影響もあります。利益に関しては、製品構成の変
化や試験研究費の増加が影響しました。今後も新製品上市に向けて積極的に開発
投資を続けてまいります。

また、受注残⾼を⾒ますと、前期末に⽐べて減少している状況にありますが、こ
れは主に中国市場での需要⼀巡によるものです。今後、新規顧客開拓と新製品開
発を推進していくことで、リカバリーしていきたいと考えております。
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続いて計測・計量機器事業の業績です。

全体の売上⾼は135億500万円と前年同期⽐1.8%の増加、営業利益も6億7,900万
円で前年同期⽐25.1%の増加となりました。
地域別の状況につきましては、⽇本では、上期の熱中症計特需を含めた計量機器
の実績増が貢献し、増収増益となりました。
⽶州では、計量機器は前年同期よりも売上を伸ばしましたが、DSP機器は、前
年度上期にあった⼤型案件の反動減により売上は減少し、⽶州全体では前年を下
回る結果となりました。

アジア・オセアニアでは、主に中国での計量機器の売上が牽引し、増収増益とな
りました。
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続いて医療・健康機器事業の業績です。

全体の売上⾼は118億円とほぼ前年同期並みでした。営業利益は17億600万円で
前年同期⽐-20%と、⼤きく減少しました。

地域別の状況につきましては、国内では、⼤⼝顧客向け製品や医科向け計量機器
の需要低迷の影響を受け減収となりました。
⼀⽅、⽶州では医療機器の⼤⼝案件の実績寄与もあり売上が増加しました。ただ
し、利益については、販管費負担や関税の影響もありほぼ横ばいとなりました。
欧州では現地需要が低調な状況において、販売活動強化のためのコスト増が負担
となり減益となりました。
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2026年3⽉期の業績予想についてご説明いたします。

13



今期の業績予想については、売上⾼は前期⽐＋4.3%、営業利益は＋7.8%の増収
増益を⾒込んでおり、期初公表した計画から変更はございません。売上⾼700億
円、営業利益95億円を計画しております。

上期売上が300億円強だったので、下期は約400億円の売上計画です。
当社業績はもともと下期偏重傾向にありますが、今期は今までよりも偏重傾向が
顕著になる前提で、上期よりも下期の⽅が約30％多い計画としています。

計画達成へのリスクの1つとして、⽶国の関税政策があります。関税によって当
社が直接的にコスト負担している部分もありますし、経済全体が関税の影響を⼤
きく受けていることも感じております。⼀部の⾃動⾞メーカーでは、開発予算は
あるものの様⼦⾒という会社も出ており、それがグローバルにどう影響するかは
注視していかなければならないと考えております。
関税については、当社も上期に約8,000万円の影響を受けました。下期は関税の
影響で原価が⾼くなった製品の販売⽐率も⾼まります。通期では5億円から6億
円程度の影響を受けるのではと予測しております。

⽶国向け製品については、コストダウンを進め、⼀部製品は12⽉から値上げを
実施予定です。加えて、ファーストセールという費⽤負担の軽減が可能となる制
度の活⽤も検討しております。これらは効果が不透明な部分はあるものの、でき
るだけ関税の影響を抑えるさまざまな対策を講じております。
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続いてセグメント別の業績⾒通しをご説明いたします。

半導体関連事業では、今期は前年実績を下回ると予測し、107億円の売上計画としてお
ります。下期については、新規受注のほとんどが半年から１年先の間の納期になるため、
今の受注残を確実にこなしていくことで計画達成を⾒込んでおります。
⾜元では、中国需要の⼀巡が⾒られ新規受注が減っている状況のなか、新規顧客の開拓
に注⼒しております。Ａ＆Ｄの半導体関連装置向けユニットでは、すでに新規顧客から
の受注も獲得した実績が出ており、引き続き来期以降の売上につながる受注活動を強化
していきます。ホロンも今まで納⼊実績のあるユーザーへの営業を強化し、新規受注に
つなげる活動を継続しております。

計測・計量機器事業は、売上⾼333億円、前期⽐8.6%増の計画です。DSP機器は、⾃動
⾞関連の案件が12⽉や3⽉納期で多く予定されていることから、それらを確実にこなし
ていくことで計画達成を⾒込んでおります。また、計量機器では複数の新製品を上市し
ました。国内、海外各地域でキャラバンを実施しておりますので、新製品の寄与も⾒込
んでおります。
さらに、2025年10⽉にアメリカのトンプソンスケールという計量機器会社の事業を取
得いたしました。同社の規模⾃体はそこまで⼤きくなく、売上⾼で4億〜5億円ですが、
アメリカの開発製造会社をグループ化できたことで、販売や開発⾯でのシナジーを出せ
る環境が整いました。これにより、今後の事業成⻑につながるものと考えております。

医療・健康機器事業は、売上⾼260億円を計画しており、前期⽐7.8%増の計画です。健
康機器の家庭⽤⾎圧計は、下期が需要期となります。⾎圧は気温の影響が⾮常に⼤きく、
寒くなれば⾎圧も上がることから、下期に⾎圧計の需要が増えるという理由に基づきま
す。
なお、今期において、⽶国向けセルラーモジュール搭載の⾎圧計の受注が取れ始めまし
た。セルラー通信でクラウドに直接計測データを転送することができるものです。顧客
の認知が得られてきたことで今後の売上への寄与が期待できます。
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株主還元です。

年間配当は当初の通り、50円を予定しております。なお、株主還元の⽅針とし
て、中期経営計画の中で3年後の配当性向30%にすることを⽰しておりますので、
その考えのもと、成⻑投資と株主還元のバランスを考慮して対応してまいります。
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最後に、トピックスとして新製品のリリースについてご説明いたします。
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従前より開発を進めておりました次世代CD-SEMにつきまして、この度リリース
できる運びとなりましたので、決算説明会の場で初めて発表させていただきます。

次世代CD-SEM「HSS-1000」は、従来機の「ZX」から⼤幅に性能を向上させ、
1.6nmノード以降のEUVマスク製造に求められるきわめて⾼い⼨法測定精度を実
現しました。
さらに、薄膜吸収層やフォトレジストに対しても、クリアで⾼精細なSEM画像
の取得が可能となっています。これにより、半導体の量産⼯程での歩留まり改善
と、マスク開発段階での効率化に⼤きく貢献します。

主な特⻑は資料に記載のとおりですが、特に上2つの「⾼精細なSEM画像を実
現」や「⾼速かつ⾼精度な⼨法測定を可能」という特⻑は、⾼精細ビーム⽣成技
術や⾼速・⾼精度ビーム制御技術をベースとしており、A&Dとホロンの技術シ
ナジーの成果によって実現できたものです。
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2022年のA＆Dとホロンの経営統合以来、次世代CD-SEMの開発を本格的に進め
てきました。電⼦ビームや⾼圧電源の技術、それらを制御するエレクトロニクス
技術などの様々な要素技術と、システム化のノウハウや、画像処理を含めたソフ
ト技術など、両社の技術を出し合って開発した成果が今回の新製品となりました。

従来製品との主な性能⽐較でも15%〜30%ほど向上しております。また、マスク
搬送もパレットレスにするなど、スループットを⼤幅に向上し、量産現場のニー
ズに対応しており、先端半導体の量産・開発現場において、次世代CD-SEMとし
ての役割を果たすものとなっております。

今後は、当社グループ全体で開発リソースを強化し、顧客ごとのニーズにきめ細
かく対応できる体制を整備していくとともに、当製品の販売を通じてアジア市場
の深堀と欧⽶市場への展開を強化してまいります。

当社グループは「はかる」というコア技術をベースに、技術⾰新によりマーケッ
トとお客様の期待に応える事業を広く展開していきたいと考えておりますので、
引き続きご理解とご⽀援のほどお願いいたします。

以上を持ちまして、決算説明を終了させていただきます。
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